
ITコーディネータ制度について

平成１９年１１月１５日

特定非営利活動法人ITコーディネータ協会

学校のＩＣＴ化のサポート体制の在り方に関する検討会

ITコーディネータ制度の生まれる経緯

戦略的情報化投資活性化のための環境整備の試み

（戦略的情報化投資活性化プロジェクト：ITSSP  ＩＴｿﾘｭｰｼｮﾝ ｽｸｴｱ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）

•ユーザー、特にCSO（情報化戦略担当役員）の啓蒙・徹底支援

•CSOの信頼を得てソリューションを提供するITコーディネータ育成の促進

⇒２００１年２月 ＩＴコーディネータ協会（ＩＴＣＡ）設立

ITC制度創設準備

ユーザーの
啓発・支援

・99年6月 産業構造審議会情報産業部会「情報化人材対策小委員会」の中間報告

～戦略的情報化投資による経済再生を支える人材育成～

セミナー、経営戦略責任者交流会、
専門家派遣（企業訪問）

１９９９～２００１年度

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度

ITC中間報告 ITC報告書 ITC協会発足 ITC一期生

00/2      00/10  01/2 01/10 02/3               03/3     04/3 0５/3                   06/3                    07/3

559名 1504名 3217名 48０5名 ５823名 6579名 7472名
ＩＴＣの育成

経営者とITCのマッチング支援事業（ITSSP事業、IT経営応援隊事業）



•情報化投資規模ではアメリカに次ぎ世界第２位

•にもかかわらず、情報化投資の効果が経済状況に反映されない

日米・ＩＴ投資額及び株価比較
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ＩＴ投資額（８９年＝１００）
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柔軟性、適応性：37

ＩＴスキル:34

ＩＭＤの国際競争力＿日本

21

経営者能力：３９

(IMD：International Institute for Management Development)



（特徴）

・ユーザー側に立ち、経営者の視点でユーザーの情報リテラシーにあった
情報化投資のアドバイスをする

・上流コンサルティングだけでなくシステム構築から効果確認まで一貫して
サポートし続ける

ＩＴユーザ ＩＴベンダー

非効率な情報化投資
情報システム開発に
関する知識の欠如

経営に関する
知識の欠如

経営

ＩＴコーディネータ

経営 ＩＴ

ＩＴコーディネータ

経営者の立場に立って、経営とITを橋渡しし、

真に経営に役立つＩＴ投資を推進・支援するプロフェッショナル

ITコーディネータとは

経済産業省が推奨する唯一のＩＴコンサルテイング資格

Ｉ
Ｔ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ

企
業

シ
ス
テ
ム
監
査
人

経営コンサ
ルタント

ＩＴコンサルタント

（メーカー、ベンダーが
多い）

プロジェクトマネジャ

アプリケーション
エンジニア

テクニカル
エンジニア

運用・保守
エンジニア

経営戦略
策定支援

情報戦略
策定支援

システム
構築・
運用支援

調達支援

経営とＩＴの橋渡しを行うプロフェッショナル



経営成果に直結する情報化投資をサポート

ＩＴ投資のライフサイクルとＩＴC活動の範囲

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ報告書ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ報告書

情報化資源調達

ステーク

ホルダー

経営戦略策定

システム運用

戦略情報化企画

モニタリング報告書モニタリング報告書

システム開発

上
流
～
下
流
工
程
ま
で
一
貫
し
て
支
援

経営戦略企画書経営戦略企画書

戦略情報化企画書

経営改革企画書

戦略情報化企画書

経営改革企画書

情報化実行計画書

アクションプラン

RFP（提案依頼書）

情報化実行計画書

アクションプラン

RFP（提案依頼書）

フィードバック 下
流
工
程

ＩＴコーディネータ
経営者

情報化戦略担当役員 システムアナリスト

上級システムアドミニストレータ プロジェクトマネージャ テクニカルエンジニア

アプリケーションマネージャ

初級システムアドミニストレータ 基本情報技術者

各業務部員 情報技術の基礎を修得したい人
（学生、これから情報技術全般の基礎知識をつけたい社会人を含む）

：情報処理技術者試験を通じて育成される人材 ：想定されるキャリアパス
：民間資格・試験 ：連携・サポート

凡例

シ
ス
テ
ム
監
査
技
術
者

情報セキュリティアドミニストレータ

ベンダ企業、情報システム部門

情報化戦略策定

情報システム開発・運用

製品別能力認定

ソフトウェア開発技術者

ユーザ企業

（参考） 「試験が想定するキャリアパスの例」 出所：財団法人日本情報処理開発協会



１．知識と実務（試験とケース研修が資格認定条件）

プロフエッショナルに相応しいスキルが要求される

２．継続学習と実務経験が必須（一年毎の資格更新）

激しく変化する情報技術、経済･経営環境の中で、

常に一定水準以上のサービス提供に必要な知識と

技能を継続して獲得してもらう

ＩＴコーディネータ資格認定制度の条件

（１）ITコーディネータ都道府県別分布
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（人）北海道 89 1.3%
東北 131 2.0%
関東 4,156 62.5%
中部 574 8.6%
近畿 960 14.4%
中国 191 2.9%
四国 115 1.7%
九州 429 6.5%
合計 6,645 100.0%

資格保有者（2007年9月30日現在） 6,645名
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ＩＴＣの年齢別分布6,645人

　　　　　　2007年9月30日現在

   人

　

（２）ITコーディネータ年齢別、男女別構成

男性 6,312人 （９５％）

女性 333人 （ ５％）

平均年齢 ４５歳
人数 構成比

６０歳以上

４０歳代
３０歳代
２０歳代
合計

561
1,510
3,027
1,466

81
6,645

8.4%
22.7%
45.6%
22.1%
1.2%

５０歳代

100.0%

ＩＴＣ届出組織全国マップ
県名 組織数

(ビジネス志向) 北海道
３(２)

青森 1(1)

岩手 1(1)秋田 1(0)

宮城 2(1)山形 2(1)

福島 1(1)新潟
1(1)

長野
１（１）

山梨
1(1)

静岡
1(1)

茨城
1(1)

千葉
5(3)

栃木
1(1)

群馬
1(1)

埼玉
3(2)

東京
61(23)

神奈川
11(6)愛知

8(4)

三重
1(1)

岐阜
1(1)

富山
1(1)

石川
1(1)

福井
1(1)

滋賀
1(1)

京都
4(4)

奈良
1(1)

和歌山
1(1)

大阪
16(7)

兵庫
5(4)

鳥取
1(1)

島根
1(1)

山口
1(1)

広島
10(3)

岡山
2(2)

香川 2(2)

徳島 1(0)

高知 1(1)

愛媛
2(2)

長崎
2(1)

佐賀
3(2)

福岡
5(3)

大分
1(0)

宮崎
1(1)

鹿児島
1(0)

熊本
1(0)

沖縄
1(0)

＊全 国 合 計 ： １ ６ ９ 組 織
（ビジネス志向：90＋勉強志向：79）

・ＮＰＯ： 33
・協同組合： 7
・中間法人： 1
・有限責任組合 4
・株式会社 2
・任意団体：１22 （2007.9.30現在）

経営とITのプロフェッショナル集団
（地域名をクリックするとビジネス志向組織一覧に飛びま

す。）

☆北海道 ☆東北 ☆関東 ☆中
部

☆近畿 ☆中国 ☆四国 ☆九州



ＩＴ経営推進のポイントご紹介

ＩＴ経営：ＩＴ利活用による経営改

ＩＴコーディネータはＩＴ経営化を支援する外部専門家

トリガー

トリガー

ステージ①
IT導入企業群

ステージ②
部門内最適化企業群

ステージ③
組織全体最適化企業群

ステージ④
共同体最適化企業群

参考資料・・・企業のIT化ステージ 出典：経済産業省

「システム」の時代

「経営」の時代

組織改革

顧客視点の
徹底

「
経
営
」
の
壁

「
企
業
」
の
壁

企
業
役
割
の
変
革

情報技術導入するも

活用不十分

特定業務の改善

経営と直結した情報技術活用

により企業組織全体の最適化

を実現

ビジネス/経営管理

の高付加価値化

情報技術活用によりバリュー

チェーンを構成する共同体全体

の最適化を実現

人材力/ブランド力の

総合強化

（備考） 東証一部上場企業約４００社から有効回答。 各「ステージ」の割合は大凡下記のとおり。

ステージ①：１５％ ステージ②：６６％ ステージ③：１７％ ステージ④：２％

電
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計
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機
の

導
入

E
D

I

，EC

導
入

業
務
のIT

化

バ
ッ
ク
オ
フ
イ
ス
の

IT

化

情
報
技
術
に
よ
る
企
業
プ
ロ
セ
ス
の

最
適
化

社
外
と
の
連
携
・

統
合
・標
準
化

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

の
最
適
化



IT経営応援隊における支援施策の流れ

計
画
書
作
成
コ
ン
サ
ル

経
営
改
革
コ
ン
サ
ル

課題解決
フェーズ

IT投資
フェーズ

Ｉ
Ｔ
導
入
コ
ン
サ
ル

ＩＴ推進
アドバイザー

派遣事業
＜中小機構＞

専門家
派遣事業

＜自治体＞

(専門家派遣費用の２／３助成)

ＩＴ活用型
経営革新

モデル事業
＜経済産業局＞

（ＩＴ投資１／２補助金）

顕彰事業

「ＩＴ経営力大賞」
＜経済産業大臣賞＞

IT経営
フェーズ

Ｉ
Ｔ
活
用
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

気
づ
き

セ
ミ
ナ
ー

経営者
IT経営研修

IT経営

成熟度診断

気づき
フェーズ

ふれあい
フェーズ

知らない
フェーズ

紹
介

・ＣＩＯ研修
・マイスター

研修

「気付き」から始まる経営革新・・・１/２
社長の思い

経営ビジョン

企業勝ち残り、生き残り

儲かる会社へ

経営課題

取り組むべき重要経営課題

IT経営で実現できること

これまでと異質な
経営が実現できる

こうすれば
リスク管理を
強化できる

こうすれば
低コスト・効率経営

が実現できる

こうすれば
社員は能力を生かした

仕事ができる

こうすれば
風通しの良い会社

つくりができる

こうすれば
商品力・サービス力

を強化できる

こうすれば
新しい商売が

できる

こうすれば
顧客に喜ばれ売上

が拡大できる

気付けば
生き残り、勝ち残り可能性大

気付かなければ
経営はいきづまる可能性大

顧客要求の変化

競争の激化
スピード化

経営環境の変化

技術の進歩



「気付き」から始まる経営革新・・・２/２

「取り組むべき重要経営
課題の存在」への気付き

「重要経営課題の解決
手段の存在」への気付き

「重要経営課題解決にIT
活用の有効性」への気付き

経営課題

社長の思い

社長の思い実現のために どうITを活用するか

こうすれば
新しい商売ができる

こうすれば
顧客に喜ばれ売上が

拡大できる
こうすれば

商品力・サービス力を
強化できる

こうすれば
低コスト・高効率経営が

実現できる

こうすれば
風通しの良いスピード

経営ができる
こうすれば

社員は能力を生かした
仕事が出来る

こうすれば
リスク管理を強化できる

企業生き残り
勝ち残り

儲かる会社へ

新ビジネスモデル構築
へのIT活用

営業・マーケッテイング
へのIT活用

仕事の仕組み改革と
連携・統合へのIT活用

コミュニケーション
高度化へのIT活用

人材活用高度化
へのIT活用

経営意思決定の高度化
・スピード化へのIT活用

解決策 解決策

経営課題解決策関連図

ITによる経営課題 解決策

既存事業の転換・
新規事業進出

企業の社会的貢献

売り上げ拡大・
新規開拓

IT活用 －経営課題解決策（戦略）の選択－

工期短縮・
スピード経営

商品力・
サービス力の強化

経営課題

コスト削減

組織・社員の
やる気と能力向上

リスク管理の強化

事業領域の転換
高付加価値事業の確立

外部経営資源との連携・活用
グローバル化への対応

環境ビジネス・環境問題への取り組み

インターネットによる直接販売
営業情報共有による営業効率向上
顧客サービス向上による顧客維持
企業ブランド確立による売り上げ拡大
インターネットによる新規開拓

魅力的な新商品の開発
魅力的な新サービスの開発
商品品質の向上
サービス品質の向上

納期短縮
開発期間短縮
多品種・少量生産
SCMへの対応

電子調達への対応
顧客サービスのスピードアップ
業績の月次把握から日次把握へ
実績情報の即時フィードバック

業務プロセス変革
社内業務の効率化
製造生産性の向上
在庫圧縮
物流効率化
調達コスト削減

経営情報の共有によるやる気向上
企業戦略と整合的な人事や評価基準
ITリテラシーの向上

リスク管理の強化
情報セキュリティ管理の強化

新ビジネスモデル構築
へのIT活用

営業マーケティング
へのIT活用

経営意志決定の合理化
・スピード化へ

仕事の仕組み
改革と連携・統合化

コミュニケーション
高度化

人材活用高度化

WEB
マーケティング

情報共有

顧客対応力強化

基幹系

社内
インフラ整備

教育・体制



「教育ＣＩＯに関する論点」について

ＩＴコーディネータ協会

専務理事 下田 邦典

■学校のＩＣＴ化の目的：ＩＴ活用による学力向上
■上記目的を達成するためのＩＣＴ活用の視点

・教科書をベースにした「わかる授業」実現手段・・・増力
・広い意味での「校務、教務」支援による教師の「生徒との接触」、「授業準備」等への時間捻出・・・省力

１．「学校のＩＣＴ化」テーマについての認識

２．利用者側からみた「学校のＩＣＴ化」の望ましい条件、姿

●「わかる授業」のためのコンテンツ、すぐに使える環境がある
●「校務、教務」支援のソフト、すぐに使える環境がある
●地域、学校規模、ＩＣＴリテラシ等に左右されない、されにくい
●教材、学習指導要綱の変化に容易に追従ができる
●「学校のＩＣＴ化」の指針となるモデル「ロードマップ」がある
●教育委員会、校長、教師等の役割分担のモデルがある
●人材育成、モデル学習に関する研修プログラムがある

・目的、手段が
相似している

・携わる人材のレベル
が高い、揃っている

（民間企業との対比）

「学校の特徴」

●安価、すぐ使える、統一ＩＴ基盤 －＞ SaaS（ＩＴ基盤を持たずＩＴサービスを活用）

●「わかる授業」のコンテンツ －＞教科書毎の副教材としてコンテンツ準備

●「教務、校務」支援ソフト ー＞ 要求仕様標準化による統一パッケージ方式
●下記について教育委員会、学校規模等を勘案した複数のモデル準備

・「学校のＩＣＴ化」のロードマップのモデル
・教育委員会、校長、教師等の役割分担のモデル

・「学校のＩＣＴ化」を念頭に置いた人材育成、及び上記モデルの研修プログラム

３．「望ましい条件、姿」の効率的創出条件

・左記構図に持ち込むこと
により教育ＣＩＯ、ＩＣＴ支
援員の役割、資質・能力
は大きく変化する。

・左記道具立てを活用支援
する外部専門家の登用
が有用と考えます。

４．教育ＣＩＯについて

SaaS（Software as a Service）：ネットワークを通して顧客に必要なアプリケーションソフトサービス機能を提供する仕組み
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ＩＴ利活用における成功のポイント・・・出典：中小企業ＩＴ化推進計画Ⅱ

○経営者が必要性を理解し、自ら積極的に関与すること
・ＩＴに関する高度な知識やスキルは、必ずしも必要ではない。むしろ、企業戦略として、将来何を実現

したいのかを描き、システム構築の担い手に伝えることが重要である。

○経営課題を解決する手段として “ＩＴ利活用” を図ること
・「具体的に何を解決したいのか」、経営課題を明確にした上で、真に必要かつ効果のある分野へのＩＴの

積極的な利活用を行うこと。

・ＩＴ利活用を 「手段」 と割り切り、 「目的化」しないこと。

○ＩＴ化における推進担当者の育成と従業員の意識改革

○先進技術と経験・技・匠の組合せによる実現

○外部専門家（ＩＴコーディネータ等）の活用
・ＩＴ化を進めるにあたり、ＩＴコーディネータ、中小企業診断士等の外部の専門家を活用することで、ＩＴ化を

より効果的に進めていることが多い。

・社内人材の確保が難しい中小企業においては、経営課題とＩＴの双方に通じた外部専門家を活用する

ことで、適切な課題解決が可能となる。

■できる、優れたITCの実態（中小企業における外部ＣＩＯ機能事例調査報告書より）

１．分析スキル

１）分析能力

・財務・会計の観点
・マーケッティングの視点
・組織、戦略の視点

２）理論的思考能力

２．対人スキル

１）コミュニケーション能力
２）集団マネジメント能力

３．感覚的スキル

１）組織における現場感覚
２）経営者の感覚

４．専門知識

１）業務内容の知識
２）経営の体系的知識

５．コンサルティングの実践知

上記の４つのスキルと知識は相互に関係し

あっており、これらが統合されてコンサルティ
グの実践知となる。

１．経営戦略策定フエーズ
１）経営者、トップの思い確認、共有、傾聴（ビジョン、理念、思い）
２）現場、現実の情報吸い上げ、およびトップとのギャップ確認
３）現状分析（ＳＷＯＴ分析、ＢＳＣ、財務分析、マーケッティングの観点）
４）新ビジネスモデル策定

・ＣＳＦ ①コアコンピタンス、投資効果 ②管理要件
・外部環境分析、企業ドメイン、事業価値定義、ビジネスモデル提案
・本来持っている環境適合力を洞察、経営改革の方向性を見つける

５）漠然としたビジョンを関係者が共感できる内容まで落とし込む
２．ＩＴ化戦略企画フエーズ

１）現状調査により問題点の明確化（ＩＴ成熟度、ＩＴリテラシ・インフラ、
システム上の不備、経営方針と現場活動との整合性やズレ確認）

２）経営改革のＣＳＦの論議
・ＩＴによる自社ビジネスモデルの再構築が不可避であることの気づき
・ＩＴを強化、革新、補強する部分の見極め
・重要戦略課題と情報課題との整合性

３）機能、情報追い出し
・ＩＴ成熟度に応じた実行可能なソリューションの提案
・身の丈（経営成熟度、ＩＴ成熟度、財務状況）に合った企画を支援
・必要最小限の機能要件の特定

４）新業務フロー、プロジェクト共有化
５）新しいＩＴ化のイメージ作り

３．ＩＴ化資源調達フエーズ
１）目指すＩＴガバナンス、経営改革目標と整合性をとった情報化資源調達
２）ＲＦＰ（提案依頼書）の作成支援、提案書評価基準を決めておく
３）中小企業の成熟度にあったベンダーの選定

４．ＩＴ導入フエーズ
１）プロジェクト管理を徹底（経営戦略企画、ＩＴ戦略企画から外れないよう）
２）仕様変更に関し、その運用方法のマニュアル化、徹底
３）ユーザ部門の導入教育を徹底
４）リスクマネジメントとモニタリング徹底
５）ＩＴベンダーとの関係を指導、助言

５．ＩＴサービス活用フエーズ
１）システムのモニタリング

・ＩＴ導入後６ヶ月、１２ヶ月後のレビュー
・戦略の実施状況、運用の成果が経営戦略を達成しているか否か
・定期的な効果（量的、質的）の把握、評価

２）運用上の課題、問題点と不満を早く表面化させる指導
３）活用状況をレベルアップするための教育・広報
４）次なるＩＴ化ニーズの掘り起こし

１．何が出来るか（活動事例における活動、貢献事項） ２．（活動実態から覗える）保有するスキル

スキル 信念（行動特性）

＊自己実現
・目標を持つ

・夢、志
・好きな事をする

＊顧客志向
・信頼（パートナーシップ）
・コミュニケーション
・顧客と共に成長する
・中長期的視点
・前向きに頑張る

＊関係性から学習
・相手の立場に立つ
・顧客の視点
・顧客に喜んでもらう

１．経営戦略～ＩＴサービス活用までの体系的知識
２．理論的思考力
３．コンサルティングの実践知
４．プロフエッショナルの人的、知的ネットワーク

３．ＩＴＣ資格取得・取得プロセスで得たスキル

１．ＩＴＣプロセス：経営戦略～ＩＴサービス活用フエーズまで一貫したアプローチ
２．ＩＴＣ知識体系

・ＣＢＫ（Common Body of Knowledge ）
・ＩＴＣプロセス・ガイドライン

３．ＩＴＣの人材像、役割像
４．ケース研修（ＩＴＣプロセスの疑似体験、１５日間）
５．プロフエッショナル・コミュニティ

・ＩＴＣ届出組織（現在、全国に１６１の任意組織誕生、活動中）
・研究会（内部統制等）

４．参考

Ｈ１９．２．２０

ＩＴコーディネータ協会

参考資料
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顧客の業種

製造業

卸売り・小売業

サービス業

建設業

情報通信業

官庁・自治体・公益法人・学校等

医療・福祉

運輸業

教育・学習支援業

飲食店・宿泊業

その他

答えられない

ＩＴコーディネータがＨ１８年度手がけた顧客の業種

該当人数

５１６

４２６

４０３

１８７

１７０

１２２

６１

５７

５６

５６

１７３

２２９

出典：ＩＴコーディネータ実務活動報告書（Ｈ１９年、夏調査）

Software as a Service (SaaS)とは

• Software as a Serviceとは、ネットワークを通して顧客に必要なアプリケーション
ソフトのサービス機能を提供する仕組み
– ソフトウェアの開発ベンダが維持・管理するサーバ内にソフトウェアがインス

トールされ、ユーザはインターネットブラウザを通じて利用する
– ユーザは利用ライセンスを買い取らず、利用料金（保守費、バージョンアップ

費用を含む）を期間（毎月、半年、年間など）に応じて支払

B社B社A社A社 SaaS/ASPサービスベンダーSaaS/ASPサービスベンダー

顧客
管理

人事
管理

財務
管理

人事
管理

財務
管理

社内システム 社内システム

導入コスト高価
運用・保守コスト負担大

従来システム

各社個別にシステム構築（ユーザが開発運用主体）

顧客
管理

人事
管理

財務
管理

アプリケーションソフト
アプリケーションソフト

品揃えアプリケーションソフト

Internet

導入コスト安価
運用・保守コスト負担少

A社ユーザ B社ユーザ

ネットワーク経由で
アプリを利用
月ごとで、

利用料金を支払う

アプリの保守、バージョンアップを含む、
運用・保守はサービスベンダー

SaaS/ASP

A社ユーザ B社ユーザ
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